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(1)公的年金制度全体の1犬況

ヽ

≪公的年金加入者の状況 (平成21年度末)≫

未加入者  9万人

/AN的年金加入者

6,878万人

第 1号被保険者  ∝3)
1,985万人

第2号被保険者
3,872万 人

(注3)

第3号被保険者
1,021万人免除者335万人

学特・猶予者

200万人
保険料納付者

厚生年金保険  ∝3)
3,425万人

共済組合
(注4)

447万人

未納者 321万人
|[1:}:30死テ′人

注1)未納者とは、24か月(平成20年 4月 ～22年 3月 )の保険料が未納となっている者。
2)従来は公的年金力1入状況等調査の結果を踏まえた数値を掲記していたが、平成19年度に調査を実施しなかった
ため、平成16年度までの結果に基づき線形按分した平成19年度の数値を仮置きしている。
3)平成22年 3月 末現在。第1号被保険者には、任意加入被保険者(34万人)が含まれている。
4)平成21年 3月 末現在。

6,887万人



(2)国民年金保険料の納付状況
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※ 現年度納付率 (%)= × 100
納付対象月数

言ド塁営言:讐多重E壼司登量[言書貫曾雌F[重磐[景合言i[:I墨][「稲ん員蒻f 〕
※ 上記最終納付率は、19年度分の保険料として納付すべき月数 (法定免除月数・申請全額免除月
数 。学生納付特例月数・若年者納付猶予月数は含まない。)に対し、時効前 (納期から2年以内)
までに納付した月数の害」含。

納付率の推移

※時効前(納期から2年以内)までに納付した者の割合は約7割。
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(年度 )

①平成21年度の現年度納付率は.60。 0%
(対前年度比△2。 1ポイント)

l②平成19年度の最終納付率は.最終納付率は s 68。 6%
(平成20年度末と比較して+1。 9ポイント)

(平成21年度末時点 )

納付月数

16年1度 |

'7年

1庫| 18年度 19年度
'0年
度 2二年度

16年度分
保険料 I os.oz 66.3% 68.20/O l

l

1鯖 671■% 70,7%
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18年度分
保険料

66.30/0 1 69,0% 1 70。 8%
1   _

1鯖 63191%| 「1秘1
20年度分
保険料 匝 65.0%

:鯖 |

61 62 63 ラモ 2



(1)納付率低下の要因

〇 年齢階級別の納付率は、年齢階級が上がるにつれて上昇していく傾向にあることがわかる (下記の表参照)。 いわゆる団塊
の世代 (昭不□22年から24年生まれ)のうち0召禾□24年 (1949年)生まれの者が平成21年 (2009年 )に 60歳に
至」達し第 1号被保険者から抜けたことに伴い、平成20年度に比べ平成21年度の第 1号被保険者の年齢構成が若い方向にシ
フトしたことにより、平成21年度の現年度納付率に与えた影響は概ね△〇.3ポインド程度と推計される。

○ 市場イヒテスト受託事業者の最低水準未達成により、平成21年度の現年度納付率に与えた影響は概ね△ 1。 0ポイント程度
と推計される。

(2)納付率低下の背景と考えられる構造的な課題

○ 国民年金被保険者実態調査の結果から、納付率低下の主な背景として、次のような構造的な課題が考えられる。
第 1号被保険者の就業状況

第 1号被保険者の属する世帯及び第 1号被保険者本人の所得水準

年金制度及び行政組織に対する不信感・不安感

①

②

③

(単位 :%)

2‐2_4t 赫 い 瑞 驚 蹴 輸 嘲 螂 嚇

平成17年度 578 555 579 652 704 736 805

平成18年度 562 542 57:6 60.1 636 692 725 793

平成19年度 532 58.9 61.1 667 701

I平
成20年度

"■
49.4 53.9 578 64.6

平成21年度 49.0 471 517 565 577 623 666 733



平成22年度の収納対策の主な内容  ~

|‐1対す|1本|||→静|||||す|IⅢⅢ
すての行動計画の策定、○進捗状況にかかる催

D既契約分にかかる改善措置、○受託事業者との連携体制の整備           |

D確立、○集合研修の実施、○国税庁への委仁

彗|||11■
'|が

ら1移1艶|^|
続き (いわゆる「職権適用」)の確実な実施、

整振替不育:者へのラォローアップの強
1ヒ               |       |

6ける相談会の開催、○バンフレット等の内そ
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